
（証券コード5953)
平成27年６月10日

株 主 各 位

福岡市東区箱崎ふ頭三丁目１番35号

代表取締役社長 山 本 駿 一

第93回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）午後６

時５分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前10時

2. 場 所 福岡市東区箱崎ふ頭三丁目１番35号

　当社 本社会議室（末尾のご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報告事項 1.第93期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第93期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決議事項

　第１号議案

　第２号議案

　第３号議案

剰余金の処分の件

取締役６名選任の件

監査役２名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。

　
　事業報告、計算書類、連結計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.showa.co.jp/）に掲載させていた

だきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税引き上げに伴う駆け込み需要

の反動減の長期化、円安による物価上昇、夏の天候不順などにより景気回復に

足踏み感が見られたものの、政府による緊急経済対策や日銀の追加金融緩和に

より企業と家計の所得環境や需要の改善傾向が続き、総じて緩やかな回復基調

で推移しました。

このような情勢の中で当社グループは、平成30年度を最終年度とする新中期

経営計画「持続的進化」の初年度として、基本方針である「既存事業の持続的

進化」及び「新規事業の確立」の実現に向け、差別化した新製品・サービスの

拡販と新規事業への投資を実施してまいりました。

　その結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は112億1百万円(前連結会

計年度比0.7％増）、受注高につきましては110億6千7百万円（同比3.1%減）とな

りました。

　損益面では、売上高はほぼ前年度並みでありましたが、原価改善や固定経費

削減に努めたことにより、経常利益は2千万円（前連結会計年度比60.5％増）と

なりました。

　また、特別利益に投資有価証券売却益等1億2百万円を計上した結果、当期純

利益は9千6百万円（前連結会計年度比9.7％減）となりました。

　事業セグメント別の業績は次のとおりであります。

[機器装置事業]

　機器装置事業につきましては、空調ＢＵ（ビジネスユニット）の「リタンエ

アデシカント外気処理機」が計画どおりではなかったものの、熱源ＢＵではボ

イラー・ヒーターを中心に売上が堅調に推移しました。また、サーモデバイス

ＢＵでは自動車向け加熱炉の売上が大幅に伸びたことにより好調に推移しまし

た。

　その結果、当事業の売上高は67億2百万円（前連結会計年度比7.6％増）、受注

高は65億4千9百万円（同比1.2％減）となりました。
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[素形材加工事業]

　素形材加工事業につきましては、素形材ＢＵでは精密鋳造品の売上が堅調に

推移しました。また、都市景観ＢＵでは軽量型ダクタイル鋳鉄製防護柵のライ

ンナップ拡充を図り拡販に努めましたが、前年度のような大型案件がなかった

ことや公共事業の入札不調多発により大幅な売上減少となりました。

　その結果、当事業の売上高は19億5千7百万円（前連結会計年度比27.4％減）、

受注高は21億7千6百万円（同比9.4％減）となりました。

[サービスエンジニアリング事業]

　サービスエンジニアリング事業につきましては、設備工事は前年度の受注案

件が予定どおり完成したことにより好調に推移しました。また、有料サービス

及びリニューアル工事の売上も順調に推移しました。

　その結果、当事業の売上高は25億4千1百万円（前連結会計年度比15.6％増）、

受注高は23億4千1百万円（同比2.2％減）となりました。

　セグメント別の売上高、受注高の状況は次のとおりであります。

売 上 高 受 注 高

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

機 器 装 置 事 業 6,702,297 59.8 6,549,072 59.2

素 形 材 加 工 事 業 1,957,728 17.5 2,176,447 19.7

サービスエンジニアリング事業 2,541,168 22.7 2,341,980 21.1

合 計 11,201,194 100.0 11,067,500 100.0
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　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度は、機器装置事業におけるテント倉庫の設置及び素形材加工

事業における工場屋根の工事を中心に総額2億4千8百万円の設備投資を実施いた

しました。

　これらの設備資金は、自己資金によってまかなっております。

　
　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度の資金調達に関し、特記すべき事項はありません。

　
　(4) 財産及び損益の状況

区 分
第 90 期

(平成24年３月期)
第 91 期

(平成25年３月期)
第 92 期

(平成26年３月期)

第 93 期
(平成27年３月期)
(当連結会計年度)

受 注 高(千円) 10,828,801 10,653,153 11,425,577 11,067,500

売 上 高(千円) 11,084,485 10,128,137 11,126,558 11,201,194

経常利益または
経常損失（△）

(千円) 23,298 △49,968 12,503 20,072

当 期 純 利 益(千円) 73,170 49,417 107,385 96,996

１株当たり当期純利益 (円) 8.67 5.86 12.73 11.53

総 資 産(千円) 14,108,630 13,970,419 15,081,358 15,197,261

純 資 産(千円) 2,904,107 3,311,406 3,131,219 3,871,142

(注) １．１株当たり当期純利益の算出は、期中平均株式数により算出しております。
２．各連結会計年度の主な変動要因は次のとおりであります。

第90期・・売上高は減少しましたが、固定経費の削減や原材料費の低減に加え、特別利益
として固定資産売却益の計上等により、当期純利益を計上いたしました。

第91期・・売上高は減少しましたが、特別利益として子会社株式売却益の計上等により、
当期純利益を計上いたしました。

第92期・・売上高の増加、固定経費の削減、原材料費の低減等に加え、特別利益として固
定資産売却益の計上等により、当期純利益を計上いたしました。

第93期・・当連結会計年度につきましては「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとおり
であります。

　
　(5) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、原油価格の下落により、輸入コスト減による

企業収益の向上、ガソリン・灯油の価格や電気代の下落による家計の実質所得

増などが内需を好調に推移させるとともに、世界経済の持ち直しによる輸出の

増加も期待され、内外需そろったバランスの良い成長が見込まれます。
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　このような情勢の中で当社グループは、経営体制の変更を行い、新中期経営

計画の一部を見直し、新規事業進出を一時中断するとともに、新たに「本業回

帰で筋肉質な企業体質を実現する！」を掲げ、５年以内に連結売上高120億円以

上、安定的に連結売上高営業利益率３％以上を目指し、次の重点課題に取り組

んでまいります。
　
１．事業の選択と集中

・低収益事業の整理とコア事業への移行とともに、市場縮小製品から高成長

製品への移行に取り組みます。

・燃焼技術、ヒートポンプ技術、電気ヒーター技術などのコア技術の応用展

開と組合せによる顧客指向の製品開発に集中し、利益率の確保に取り組み

ます。

２．差別化新製品の開発

・ヒートポンプ技術の応用展開を図り、ヒートポンプ空調機器のラインナッ

プ拡大とCO2ヒートポンプ給湯機の本格市場投入を行います。

・燃焼機器の深化を図り、高効率化、低騒音化、低NOx化をさらに追求しま

す。また、ヒートポンプのハイブリッド化など業務用給湯システムの実態

に即した製品開発に取り組みます。

　３．固定費の最小化

・本社機能の集約とスタッフ部門の少数精鋭化を図るとともに、事業直結以

外の経費の削減を行います。

・代表取締役社長直轄の構造改革推進部において、基本の徹底（ＰＤＣＡ、

５Ｗ１Ｈ、三現主義、報連相、見える化）によるムリ・ムダ・ムラの排除

を含めた全社横断的な改革を推進します。

これからも『誠実を造り、誠実を売り、誠実をサービスする』の社是のも

と、全力をつくして安定した収益基盤の確立に邁進していく所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い

申しあげます。
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　(6) 主要な事業内容

事 業 部 門 事 業 内 容

機 器 装 置 事 業

ファンコイルユニット・エアハンドリングユニット等の空調機器、

業務用エコキュート・ボイラー・ヒーター・バーナー・オユシス

等の熱源機器、循環温浴器・空気清浄機等の環境機器、液晶パネ

ル製造用熱処理炉等のサーモデバイス機器の製造販売

素 形 材 加 工 事 業 橋梁用防護柵等の景観製品、鋳造品等の製造販売

サービスエンジニアリング事業
空調機器、熱源機器等の一部販売・メンテナンス・取替工事及び

給排水衛生設備等の設計・監理・施工の請負

　

　(7) 主要な営業所及び工場

　 ① 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 福 岡 県 福 岡 市

営 業 所

下 関 営 業 所 山 口 県 下 関 市

支 社 東 京 支 社 東 京 都 大 田 区 九 州 営 業 所 福 岡 県 粕 屋 郡

営 業 所

札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市 南 九 州 営 業 所 熊 本 県 熊 本 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市 鹿 児 島 営 業 所 鹿児島県鹿児島市

北 関 東 営 業 所 埼玉県さいたま市

工 場

札 幌 工 場 北 海 道 石 狩 市

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市 宇 美 工 場 福 岡 県 粕 屋 郡

大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市 古 賀 工 場 福 岡 県 古 賀 市

広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市

　

　 ② 子会社及び関連会社

社 名 所 在 地 社 名 所 在 地

昭 和 ネ オ ス 株 式 会 社 福 岡 県 福 岡 市 大連氷山空調設備有限公司 大連市（中国）

昭和トータルサービス株式会社 福 岡 県 粕 屋 郡 KOREA PIONICS CO.,LTD. 安城市（韓国）

（注）当社は、平成26年12月５日付で、持分法適用関連会社であった朝日テック株式会社の保有株式
全てを売却いたしました。
　

　(8) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　 該当事項はありません。

　
　 ② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金
出 資
比 率

主 要 な 事 業 内 容

昭 和 ネ オ ス 株 式 会 社 40,000千円 100.0％
空調機器、ボイラー等の販売・メンテナンス・取

替工事

昭和トータルサービス株式会社 70,000千円 100.0％
業務請負、人材派遣、損害保険代理及び不動産の

管理・賃貸
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　(9) 従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

376名 15名減

(注) 従業員数には、臨時パート社員及び嘱託は含んでおりません。

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

318名 13名減 43.1歳 19.4年

(注) 従業員数には、臨時パート社員及び嘱託は含んでおりません。

　
　(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 　借 入 額(千円）

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,490,000

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 900,000

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 800,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 700,000

株 式 会 社 十 八 銀 行 400,000

　
　(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
　(1) 株式に関する事項

① 発行可能株式総数 24,000,000 株

② 発行済株式の総数 8,151,283 株 (自己株式818,717株を除く)

③ 株 主 数 857 名

　(2) 大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 (株） 持 株 比 率（％）

株 式 会 社 福 岡 銀 行 401,500 4.92

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 400,000 4.90

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 357,500 4.38

住 友 商 事 株 式 会 社 345,000 4.23

西 日 本 鉄 道 株 式 会 社 291,000 3.56

飯 田 卓 子 290,114 3.55

飯 田 久 泰 267,000 3.27

三 井 金 属 鉱 業 株 式 会 社 225,000 2.76

稲 田 好 美 198,135 2.43

福 岡 商 事 株 式 会 社 192,000 2.35

(注) １．当社は自己株式（818,717株）を保有しておりますが、上記の大株主からは除いておりま
す。

　 ２．持株比率は、自己株式（818,717株）を控除して計算しております。

　(3) その他株式に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。

3. 新株予約権等に関する事項
　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 社 長
( 代 表 取 締 役 )

山 本 駿 一 ＣＥＯ

取 締 役 山 田 治 彦
専務執行役員財務統括部長
昭和トータルサービス株式会社 代表取締役
社長

取 締 役 福 田 俊 仁 常務執行役員総合開発部長兼商品開発部長

取 締 役 筋 野 隆

監 査 役 ( 常 勤 ) 山 根 譲 治

監 査 役 吉 田 泰 彦
株式会社ふくおかフィナンシャルグループ
取締役執行役員
株式会社福岡銀行 取締役専務執行役員

監 査 役 永 利 新 一 如水監査法人 顧問

(注) １．取締役筋野隆氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役吉田泰彦氏及び永利新一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．取締役筋野隆氏及び監査役永利新一氏は、当社が両氏につき一般株主と利益相反が生じる

おそれのない高い独立性を有していると判断し、福岡証券取引所の定めに基づく独立役員
として同取引所に届け出ております。

４．監査役永利新一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
・平成26年６月25日開催の第92回定時株主総会終結の時をもって、相賀恒男氏及び寺倉彰
氏は取締役を退任、櫻井文夫氏は監査役を辞任いたしました。

・平成26年６月25日開催の第92回定時株主総会において、吉田泰彦氏は監査役に選任され、
就任いたしました。

　

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 ６名 71,460千円

監 査 役 ４名 14,400千円

合 計 10名 85,860千円

(注) １．支給人員及び報酬等の額には、社外役員（社外取締役及び社外監査役）４名7,200千円を含
んでおります。

２．取締役及び監査役の支給人員及び報酬等の額には、平成26年６月25日開催の第92回定時株
主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び監査役１名を含んでおります。

３．第69回定時株主総会(平成３年６月27日)決議による取締役報酬限度額(使用人兼務取締役の
使用人分の給与は含まない)は月額15,000千円以内、監査役報酬限度額は月額4,000千円以
内であります。
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　(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

・ 社外監査役吉田泰彦氏は、株式会社ふくおかフィナンシャルグループの取締

役執行役員及び株式会社福岡銀行の取締役専務執行役員であります。なお、株

式会社ふくおかフィナンシャルグループの子会社である株式会社福岡銀行は当

社の大株主であり、当社は株式会社福岡銀行との間に借入等の取引関係があり

ます。

・ 社外監査役永利新一氏は、如水監査法人の顧問であります。なお、当社と如

水監査法人との間に特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

氏 名 区 分 出席状況及び発言状況

筋 野 隆 社外取締役

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、主に経営の豊

富な経験を通じて培った高い見識から、当社の経営上有用な

発言を適宜行っております。

吉 田 泰 彦 社外監査役

就任後開催の取締役会11回中10回に出席し、また就任後開催

の監査役会７回全てに出席し、主に銀行業務を通じて培った

豊富な経験から、当社の経営上有用な発言を適宜行っており

ます。

永 利 新 一 社外監査役

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、また当事業年

度開催の監査役会９回全てに出席し、主に公認会計士として

の専門的見地と豊富な経営経験から、当社の経営上有用な発

言を適宜行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は社外役員全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法律が規定する最低責任限度額で

あります。

④ 当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等の額

　 該当事項はありません。
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5. 会計監査人に関する事項
　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人トーマツ

　(2) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①会計監査人の報酬等の額 27,900千円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,900千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の支払額にはこれらの
合計額を記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法の法令に違

反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役

会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解

任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規則に則り「会計監査人の

解任または不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取

締役会はそれを審議します。
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6. 会社の体制及び方針
(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

① コンプライアンス体制に係る「企業倫理規範」及び「企業行動指針」を制定

し、当社及び子会社の役員及び使用人が法令及び定款を遵守するとともに、企

業倫理を自ら実践します。

② 取締役会の経営監督機能を強化し、かつ独立した公正な立場から経営判断に

対するアドバイスを受けるため、社外取締役の招聘に努めます。

③ 法令遵守の徹底を図るため、当社及び子会社の役員及び使用人より構成され

るコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の適正運用を進め

ています。

　また、法令違反等の未然防止と早期発見のため、内部通報・相談制度（コン

プライアンスホットライン）を設置しています。

④ 財務報告に係る内部統制システムの信頼性を確保するため、代表取締役社長

直轄の内部監査室において業務の文書化及び的確な報告プロセスの整備を統括

するとともに、内部統制の基本的要素の有効性を評価したうえで必要な改善を

推進しています。

⑤ 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、「恐

れない、金を出さない、利用しない」の原則を守ります。

　 また、警察及び関係省庁並びに顧問弁護士等との密接な連携を図り、反社会

的勢力に関する情報と適切な助言や協力を確保できる体制をとっています。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る文書その他の情報（以下、「文書等」という）につ

いては、「文書管理規程」に基づき適切に保存し、かつ管理を行っています。

② 取締役及び監査役は、文書等を常時閲覧できるものとしています。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行い、各部門（子会

社及び関連会社を含む）の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行って

います。

② 各部門（子会社及び関連会社を含む）において、リスク管理に係る各種社内

規程を見直し、必要に応じてリスク管理の観点から規程の制定を行います。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

① 執行役員制度の運用により、意思決定と業務執行の機能分離を図り、取締役

会を活性化するとともに、経営意思決定を迅速に行う体制をとっています。
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② 定例の取締役会や常勤役員会の他、執行役員を含めた経営会議を開催し、経

営計画及び各部門（子会社及び関連会社を含む）の業務計画について、進捗状

況及び施策の実施状況等を定期的に確認し、必要な検討を行っています。

③ 通常の職務の執行は、職務権限に係る社内規程に基づき、適切かつ効率的に

行っています。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制並

びに子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

① 当社と子会社及び関連会社との間における不正な取引や会計処理を防止する

ため、当社において指導及び内部統制に関する対応支援を行っています。

② 子会社及び関連会社の管理に関する「関係会社管理規程」により、子会社及

び関連会社に係る一定の事項については、事前に当社と協議し、承認を得るこ

とにしています。

また、子会社及び関連会社の取締役の職務の執行に係る事項については、当

社はいつでも子会社及び関連会社に必要な報告を求めることができるものとし

ています。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びに当該使用人の当社の取締役からの独立性に関す

る事項及び当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

① 監査役は、必要に応じて総務部その他の使用人に対し、監査に必要な業務を

命令することができます。

② 監査役の職務を補助する使用人は、その業務に関して取締役の指揮命令を

受けずに、監査役の指示に誠実に従わなければならないことにしています。

　また、当該使用人の人事異動等については、監査役の意見を尊重することに

しています。

(7) 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会社の

取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に

報告をするための体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社及び子会社の役員及び使用人は、当社の監査役に対し、法令及び定款に

違反する事項、会社に著しい影響を及ぼす事項及び経営状況に関する事項につ

いて、速やかに報告する体制をとるとともに、当社の監査役はいつでも当社及

び子会社の役員及び使用人に必要な報告を求めることができるものとしていま

す。
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② 当社の監査役に報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の役員及び使用人に周

知徹底します。

(8) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　 監査役の職務の執行について生ずる費用については、監査に必要な予算を計

上し、当該予算内で適正に管理しています。

また、緊急又は臨時に支出した費用については、監査役の請求に応じて償還

することにしています。

(9) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役社長は、監査役と定期的に会合を行い、意思の疎通を図っていま

す。

② 監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、内部監査室と経理部、

総務部及び経営企画室の担当役員は連携し、監査役の要求に応じた支援体制を

とることにしています。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額及び持株比率は、表示単位未満の端数を切り捨てて

表示しております。
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連結貸借対照表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 8,124,088 流 動 負 債 8,069,255

現 金 及 び 預 金 2,506,857 支払手形及び買掛金 2,642,837

受取手形及び売掛金 3,495,886 短 期 借 入 金 4,420,000

電 子 記 録 債 権 211,848 未 払 費 用 426,502

有 価 証 券 600,000 未 払 法 人 税 等 17,175

た な 卸 資 産 1,214,036 設 備 関 係 支 払 手 形 61,898

そ の 他 99,727 そ の 他 500,840

貸 倒 引 当 金 △4,268 固 定 負 債 3,256,863

固 定 資 産 7,073,172 長 期 借 入 金 870,000

有 形 固 定 資 産 2,572,426 退職給付に係る負債 1,832,407

建 物 及 び 構 築 物 557,638 繰 延 税 金 負 債 187,325

機械装置及び運搬具 236,497 そ の 他 367,130

土 地 1,581,395 負 債 合 計 11,326,119

建 設 仮 勘 定 89,118 (純資産の部)

そ の 他 107,777 株 主 資 本 3,325,680

無 形 固 定 資 産 41,120 資 本 金 1,641,000

投資その他の資産 4,459,626 資 本 剰 余 金 1,225,667

投 資 有 価 証 券 3,854,756 利 益 剰 余 金 605,437

そ の 他 631,596 自 己 株 式 △146,425

貸 倒 引 当 金 △26,726 その他の包括利益累計額 545,462

その他有価証券評価差額金 550,919

為替換算調整勘定 219,570

退職給付に係る調整累計額 △225,027

純 資 産 合 計 3,871,142

資 産 合 計 15,197,261 負債及び純資産合計 15,197,261

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,201,194

売 上 原 価 8,636,059

売 上 総 利 益 2,565,134

販売費及び一般管理費 2,562,739

営 業 利 益 2,395

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 73,336

雑 収 入 41,935 115,271

営 業 外 費 用

支 払 利 息 78,085

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 2,874

雑 支 出 16,633 97,594

経 常 利 益 20,072

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 26,673

投 資 有 価 証 券 売 却 益 76,220 102,893

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 122,966

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 25,970

少数株主損益調整前当期純利益 96,996

当 期 純 利 益 96,996

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,641,000 1,225,667 543,786 △88,020 3,322,433

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

6,816 6,816

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,641,000 1,225,667 550,602 △88,020 3,329,249

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,160 △42,160

当 期 純 利 益 96,996 96,996

自 己 株 式 の 取 得 △58,405 △58,405

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 54,835 △58,405 △3,569

当 期 末 残 高 1,641,000 1,225,667 605,437 △146,425 3,325,680

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 100,847 111,779 △403,840 △191,213 3,131,219

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

6,816

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

100,847 111,779 △403,840 △191,213 3,138,035

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,160

当 期 純 利 益 96,996

自 己 株 式 の 取 得 △58,405

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

450,071 107,791 178,813 736,675 736,675

当 期 変 動 額 合 計 450,071 107,791 178,813 736,675 733,106

当 期 末 残 高 550,919 219,570 △225,027 545,462 3,871,142

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 　２社

連結子会社の名称 　昭和ネオス株式会社

　昭和トータルサービス株式会社

　2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数 　２社

持分法を適用した関連会社の名称　大連氷山空調設備有限公司

　KOREA PIONICS CO.,LTD.

連結の範囲または持分法の適用の範囲の変更

平成26年12月５日付で、持分法適用関連会社であった朝日テック株式会社の

保有株式全てを売却したため、同社を持分法の適用の範囲から除外しておりま

す。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

　4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品及び仕掛品 主として総平均法

原 材 料 移動平均法

　なお、評価基準については、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

　主として定率法によっております。主な耐

用年数は、建物及び構築物（３年～50年）、

機械装置及び運搬具（４年～12年）でありま

す。
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② 無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（５年）で

償却しております。

③ リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 退職給付に係る負債 　従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準に

よっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。
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② 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 　金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしておりますので、特例処理を採用し

ております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金利息

ヘッジ方針 　将来の金利変動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

ヘッジ有効性評価の方法 　金利スワップの特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の評価を省略しておりま

す。

　③ 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　

会計方針の変更に関する注記
（退職給付会計基準等）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」とい

う。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基

準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎

とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費

用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度期首の退職給付に係る負債が6,816千円減少し、利益

剰余金が6,816千円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示して

おりました「電子記録債権」（前連結会計年度139,861千円）については、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

連結貸借対照表に関する注記
　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 66,000千円

受取手形及び売掛金 544,312千円

建 物 及 び 構 築 物 256,354千円

機械装置及び運搬具 0千円

土 地 522,767千円

投 資 有 価 証 券 601,049千円

投資その他の資産「その他」 27,000千円

合 計 2,017,483千円

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,672,408千円

長期借入金(1年内返済予定額を含む) 506,650千円

合 計 2,179,058千円

　2. 有形固定資産の減価償却累計額 7,531,773千円

連結損益計算書に関する注記
　 該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
　1. 発行済株式の種類及び総数

発行済株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式(株) 8,970,000 8,970,000

　2. 自己株式の種類及び株式数

自己株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式(株) 537,921 818,717

　3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 42,160千円 ５円00銭 平成26年３月31日平成26年６月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

　平成27年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 40,756千円 ５円00銭 平成27年３月31日平成27年６月26日

　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることとしております。

　

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に空調機器、熱源機器、熱処理炉、各種鋳物製品製造販売

事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を金融機関からの借入

により調達しております。なお、一時的な余資は銀行預金または安全性の高い債

券等に限定して運用しております。

　受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信限度

管理基準に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として

業務上の関係を有する会社の株式であり、定期的に時価や財政状態を把握し、発

行会社との関係を勘案したうえで、継続保有の検討を行っております。

　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の借入金の金利変動リ

スクに対して金利スワップ取引を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
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区分
連結貸借対照表
計上額(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

現金及び預金 2,506,857 2,506,857 －

受取手形及び売掛金 3,495,886 3,495,886 －

電子記録債権 211,848 211,848 －

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券 1,401,914 1,413,848 11,933

　その他有価証券 2,324,905 2,324,905 －

資産計 9,941,412 9,953,346 11,933

支払手形及び買掛金 2,642,837 2,642,837 －

短期借入金 4,420,000 4,420,000 －

未払法人税等 17,175 17,175 －

長期借入金 870,000 876,184 6,184

負債計 7,950,013 7,956,198 6,184

　
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する

　 事項

① 現金及び預金、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

② 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金

融機関から提示された価格によっております。

③ 支払手形及び買掛金、短期借入金並びに未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

④ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額727,936千円）は、市場価格がなく、

　 時価を把握することが極めて困難と認められるため、投資有価証券には含

　 めておりません。
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１株当たり情報に関する注記
　1. １株当たり純資産額 474円91銭

　2. １株当たり当期純利益 11円53銭

　

退職給付に関する注記
　1. 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び

退職一時金制度を設けております。

　2. 退職給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　 退職給付債務の期首残高 2,974,399千円

　 会計方針の変更による累積的影響額 △6,816千円

　 会計方針の変更を反映した期首残高 2,967,583千円

　 勤務費用 136,095千円

　 利息費用 44,615千円

　 数理計算上の差異の発生額 △49,286千円

　 退職給付の支払額 △216,765千円

　 退職給付債務の期末残高 2,882,242千円

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　 年金資産の期首残高 932,194千円

　 期待運用収益 27,966千円

　 数理計算上の差異の発生額 65,767千円

　 事業主からの拠出額 138,119千円

　 退職給付の支払額 △114,212千円

　 年金資産の期末残高 1,049,834千円

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付

に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

　 退職給付債務 2,882,242千円

　 年金資産 △1,049,834千円

　 退職給付に係る負債 1,832,407千円

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

　 勤務費用 136,095千円

　 利息費用 44,615千円

　 期待運用収益 △27,966千円

　 数理計算上の差異の費用処理額 63,760千円

　 確定給付制度に係る退職給付費用 216,505千円
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(5) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目の内訳は、次のとおりであります。

　 未認識数理計算上の差異 225,027千円

　 合計 225,027千円

(6) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　 債券 34.8％

　 株式 34.2％

　 一般勘定 27.4％

　 その他 3.6％

　 合計 100.0％

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資

産の配分と年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期

の収益率を考慮しております。

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　 割引率 1.5％

　 長期期待運用収益率 3.0％
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 7,479,477 流 動 負 債 7,544,030

現 金 及 び 預 金 2,261,821 支 払 手 形 1,333,700

受 取 手 形 1,246,573 買 掛 金 884,453

売 掛 金 1,811,286 短 期 借 入 金 4,400,000

電 子 記 録 債 権 199,039 未 払 金 70,072

有 価 証 券 600,000 未 払 費 用 384,086

製 品 159,560 未 払 法 人 税 等 13,239

原 材 料 326,961 預 り 金 292,478

仕 掛 品 688,957 設 備 関 係 支 払 手 形 61,898

前 払 費 用 16,863 設 備 関 係 未 払 金 66,720

そ の 他 171,314 そ の 他 37,381

貸 倒 引 当 金 △2,900 固 定 負 債 2,961,786

固 定 資 産 6,414,948 長 期 借 入 金 800,000

有 形 固 定 資 産 2,232,643 預 り 保 証 金 320,713

建 物 373,203 退 職 給 付 引 当 金 1,607,380

構 築 物 14,239 繰 延 税 金 負 債 187,325

機 械 及 び 装 置 235,388 そ の 他 46,367

車 輌 運 搬 具 1,074 負 債 合 計 10,505,816

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 38,631 (純資産の部)

土 地 1,415,216 株 主 資 本 2,837,690

リ ー ス 資 産 65,770 資 本 金 1,641,000

建 設 仮 勘 定 89,118 資 本 剰 余 金 1,225,667

無 形 固 定 資 産 40,828 資 本 準 備 金 532,541

投資その他の資産 4,141,476 そ の 他 資 本 剰 余 金 693,126

投 資 有 価 証 券 3,226,114 利 益 剰 余 金 117,447

関 係 会 社 株 式 513,158 そ の 他 利 益 剰 余 金 117,447

関 係 会 社 出 資 金 210,000 繰 越 利 益 剰 余 金 117,447

そ の 他 216,022 自 己 株 式 △146,425

貸 倒 引 当 金 △23,820 評価・換算差額等 550,919

その他有価証券評価差額金 550,919

純 資 産 合 計 3,388,609

資 産 合 計 13,894,426 負債及び純資産合計 13,894,426

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,239,014

売 上 原 価 7,570,811

売 上 総 利 益 1,668,203

販売費及び一般管理費 1,707,461

営 業 損 失 39,258

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 101,306

雑 収 入 47,247 148,553

営 業 外 費 用

支 払 利 息 75,572

雑 支 出 18,433 94,005

経 常 利 益 15,289

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 26,673

投 資 有 価 証 券 売 却 益 43,720

関 係 会 社 株 式 売 却 益 26,500 96,893

税 引 前 当 期 純 利 益 112,183

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,400

当 期 純 利 益 100,783

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,641,000 532,541 693,126 1,225,667 52,008 52,008

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

6,816 6,816

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,641,000 532,541 693,126 1,225,667 58,824 58,824

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,160 △42,160

当 期 純 利 益 100,783 100,783

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 58,622 58,622

当 期 末 残 高 1,641,000 532,541 693,126 1,225,667 117,447 117,447

　
(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △88,020 2,830,656 100,506 100,506 2,931,162

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

6,816 6,816

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

△88,020 2,837,472 100,506 100,506 2,937,978

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,160 △42,160

当 期 純 利 益 100,783 100,783

自 己 株 式 の 取 得 △58,405 △58,405 △58,405

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

450,412 450,412 450,412

当 期 変 動 額 合 計 △58,405 217 450,412 450,412 450,630

当 期 末 残 高 △146,425 2,837,690 550,919 550,919 3,388,609

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）

　 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 及 び 仕 掛 品 主として総平均法

原 材 料 移動平均法

　なお、評価基準については、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)

　定率法によっております。ただし、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法を採用してお

ります。主な耐用年数は、建物（３年～50

年）、機械及び装置（12年）であります。

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（５年）で

償却しております。

(3) リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。
　
　3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。
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(2) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当事業年度までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。
　

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（1）ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 　金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしておりますので、特例処理を採用し

ております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金利息

ヘッジ方針 　将来の金利変動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

ヘッジ有効性評価の方法 　金利スワップの特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の評価を省略しておりま

す。

（2）消費税等の会計処理 　税抜方式によっております。
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会計方針の変更に関する注記
（退職給付会計基準等）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」とい

う。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法

を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ

変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎とす

る方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度期首の退職給付引当金が6,816千円減少し、繰越利益剰余

金が6,816千円増加しております。なお、当事業年度の営業損失、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

前事業年度において流動資産の「受取手形」に含めて表示しておりました「電

子記録債権」（前事業年度139,861千円）については、金額的重要性が増したため、

当事業年度より区分掲記しております。

　

貸借対照表に関する注記
　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 66,000千円

受 取 手 形 544,312千円

建 物 86,559千円

機 械 及 び 装 置 0千円

土 地 364,789千円

投 資 有 価 証 券 601,049千円

投資その他の資産「その他」 27,000千円

合 計 1,689,709千円
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　 (2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,672,408千円

長期借入金(1年内返済予定額を含む) 416,650千円

合 計 2,089,058千円

　2. 有形固定資産の減価償却累計額 7,264,244千円

　3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 920,581千円

長 期 金 銭 債 権 31,362千円

短 期 金 銭 債 務 54,454千円

　4. 取締役、監査役に対する金銭債務 51,630千円

損益計算書に関する注記
　（関係会社との取引高）

　 営業取引による取引高

売 上 高 2,064,969千円

仕 入 高 1,035,623千円

　 営業取引以外の取引高 40,202千円

　

株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の種類及び株式数

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 537,921 818,717
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税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 貸倒引当金 8,414千円

　 未払賞与 51,214千円

　 投資有価証券 114,314千円

　 退職給付引当金 515,326千円

　 未払役員退職金 16,950千円

　 繰越欠損金 209,705千円

　 その他 86,346千円

　 繰延税金資産小計 1,002,271千円

　 評価性引当額 1,002,271千円

　 繰延税金資産合計 －千円

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 187,325千円

　 繰延税金負債合計 187,325千円

　 繰延税金負債の純額 187,325千円

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等

の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成

27年４月１日以降に解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業

年度の35.3％から、回収または支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平

成28年３月31日までのものは32.8％、平成28年４月１日以降のものについては

32.1％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債が19,398千円減少し、その他有価証券評価差額金が

19,398千円増加しております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子 会 社
昭 和 ネ オ ス
株 式 会 社

100.0
当社製品の販売
役 員 の 兼 任

製品の販売 2,047,931
受取手形
売 掛 金

580,221
242,744

関連会社
KOREA PIONICS

CO.,LTD.
30.0

ＯＥＭ生産委託
役 員 の 兼 任

製品の購入 456,974 買 掛 金 －

関連会社
大連氷山空調設備
有 限 公 司

30.0
当社製品の販売
役 員 の 兼 任

配当金の受取 17,098
そ の 他
(未収入金)

6,604

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、取引条件は一般取引条件と同じであり、価格につ

いては都度見積りを提示し交渉により決定しております。

(2) 製品の購入については、市場価格及び同社の原価等を勘案し、取引価格を

決定しております。

(3) 取引金額には消費税等は含まれておりません。受取手形、売掛金の期末残

高には消費税等は含まれております。

　
１株当たり情報に関する注記

　1. １株当たり純資産額 415円71銭

　2. １株当たり当期純利益 11円98銭

　
その他の注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄 本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月11日
昭和鉄工株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 藤 真 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 野 宏 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、昭和鉄工株式会社の平成

26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、昭和鉄工株式会社及び連結子会社からなる企

業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄 本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月11日
昭和鉄工株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 藤 真 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 野 宏 治 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、昭和鉄工株式会社

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第93期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄 本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第93期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ

て子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果

　 (1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

　 (2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　 (3） 連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

平成27年５月12日

昭和鉄工株式会社 監査役会

常勤監査役 山 根 譲 治 ㊞

社外監査役 吉 田 泰 彦 ㊞

社外監査役 永 利 新 一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様への安定的な配当の継続を最重要課題と位置づけており、

加えて企業業績の他、今後予想される競争激化に耐えうるための経営効率化、新

製品開発に備えるための内部留保の充実を勘案し、配当を行うことを基本方針と

しております。

第93期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の経営環境の見通し等を

勘案したうえで、１株につき５円とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　 金銭

　 (2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金５円 総額40,756,415円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成27年６月26日

　

　

― 42 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月27日 19時25分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となり、また経営陣

強化のため取締役２名を増員いたしたく、取締役６名の選任をお願いするもので

あります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１
福
ふ く だ

田　俊
と し ひ と

仁

(昭和29年９月28日生)

昭和54年４月 空研機工株式会社入社

18,000株

昭和60年４月 西邦電機株式会社入社
昭和61年７月 当社入社
平成18年４月 機器・装置事業本部環境空調事業部長

兼技術部長
平成22年４月 執行役員総合開発部長兼商品開発部長
平成25年６月 取締役執行役員総合開発部長兼商品開

発部長
平成26年４月

平成27年４月

取締役常務執行役員総合開発部長兼商
品開発部長
取締役副社長執行役員総合開発部長兼
構造改革推進部長
現在に至る

２

※
村
む ら や ま

山　正
ま さ み

巳

(昭和28年６月29日生)

昭和52年４月 日野自動車工業株式会社入社

3,000株

昭和61年11月 株式会社ベスト電器入社
昭和63年10月 当社入社
平成13年４月 人事部長兼経営企画室長
平成17年４月
平成18年４月

執行役員企画管理部長
執行役員経営企画室長

平成22年４月 執行役員素形材加工事業部長兼都市景
観部長

平成25年４月
平成26年４月
平成27年４月

執行役員財務統括部副部長
執行役員経営企画室長
執行役員管理統括部長兼経営企画室長
現在に至る

３

※
板
い た な み

並　隆
りゅういち

一

(昭和30年１月２日生)

昭和48年４月 当社入社

10,000株

平成17年４月 昭和ネオス株式会社メンテナンス部長
平成17年６月 同 取締役メンテナンス部長
平成18年４月 同 取締役メンテナンス部長兼管理部長
平成22年４月 当社総務管理部工事部長兼昭和ネオス

株式会社代表取締役社長
平成25年４月 執行役員総務管理部工事部長兼昭和ネ

オス株式会社代表取締役社長ＣＯＯ
平成27年４月 執行役員品質統括部長兼昭和ネオス株

式会社代表取締役ＣＥＯ
現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

４

※
倉
く ら お か

岡　 淳
あつし

(昭和31年７月６日生)

昭和57年４月 当社入社

17,000株

平成13年４月 環境空調事業部営業部長
平成14年４月 大連氷山空調設備有限公司副総経理
平成19年４月 当社機器・装置事業本部環境空調事業

部ソリューション部長
平成21年４月 機器・装置事業本部空調熱源事業部営

業統括部長兼昭和ネオス株式会社代表
取締役社長

平成22年４月 機器装置事業部長兼営業部長
平成24年４月 執行役員機器装置事業部長
平成25年４月 執行役員事業統括部長

現在に至る

５

※
鍋
な べ や ま

山　敏
と し ろ う

郎

(昭和29年11月11日生)

昭和53年４月 日立造船シービーアイ株式会社入社

9,000株

昭和63年５月 当社入社
平成16年４月 サーモデバイス事業部業務管理室長
平成17年４月 人事部長
平成20年４月 機器・装置事業本部サーモデバイスＢ

Ｕ長兼品質管理部長
平成22年４月 企画戦略部経営企画室長
平成24年４月 執行役員企画戦略部経営企画室長
平成26年４月 執行役員総務管理部長兼総務部長兼海

外事業室長
平成27年４月 執行役員総務統括部長兼海外事業室長

兼内部監査室長
現在に至る

６

※
永
な が と し

利　新
し ん い ち

一

(昭和17年２月２日生)

昭和44年４月 プライスウォーターハウス会計事務所
入所

0株

昭和49年８月 公認会計士登録
昭和49年10月 オーム乳業株式会社代表取締役社長
平成14年５月 同 代表取締役会長
平成16年５月 同 取締役会長
平成17年６月 当社社外監査役

現在に至る
平成19年８月
平成25年６月

如水監査法人代表
同 顧問
現在に至る

(注) １．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．永利新一氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏につき一般株主と利益相

反が生じるおそれのない高い独立性を有していると判断し、福岡証券取引所の定めに基づ
く独立役員として届け出ており、同氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員として
の届出を継続する予定であります。

４．社外取締役候補者の選任理由等
　 永利新一氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識と経営者としての豊富な

経験を当社の経営全般に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いするもの
であります。

　 なお、同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって10年となります。
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５．社外取締役との責任限定契約について
　 当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、

当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、社
外取締役候補者である永利新一氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結する予定であ
ります。

　 その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法
第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の執
行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

６．会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきまし
ては、上記の他に特記すべき事項はありません。
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　第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役３名のうち、山根譲治氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。

また永利新一氏は本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役２名の選任

をお願いするものであります。

　監査役候補者 村上英之氏は、永利新一氏の補欠として選任されますことから、

その任期は当社定款第32条第２項に従い、退任する監査役の任期の満了する時ま

でとなります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１ 山
や ま ね

根　譲
じ ょ う じ

治

(昭和28年７月20日生)

昭和51年４月 セキスイハイム中四国株式会社入社

7,000株

平成２年11月 当社入社
平成17年４月 経理部長
平成18年４月 財務本部経理部長兼関係会社管理室長
平成24年４月 執行役員財務統括部経理部長
平成25年４月
平成25年６月

社長付
監査役（常勤）
現在に至る

２
※

村
む ら か み

上　英
ひ で ゆ き

之

(昭和36年３月14日生)

昭和58年４月 株式会社西日本相互銀行（現 株式会
社西日本シティ銀行）入行

0株

平成20年５月 株式会社西日本シティ銀行人事部長兼
人材開発室長

平成22年６月 同 執行役員人事部長兼人材開発室長
平成24年５月 同 執行役員総合企画部長
平成24年６月 同 常務執行役員総合企画部長
平成26年５月
平成26年６月

平成27年５月

同 常務執行役員総合企画部担当
同 取締役常務執行役員総合企画部担

当
同 取締役常務執行役員総合企画部担

当兼経営管理部担当
現在に至る

(注) １．※印は、新任の監査役候補者であります。
２．監査役候補者のうち、村上英之氏は当社の特定関係事業者である株式会社西日本シティ銀

行の取締役常務執行役員であり、当社は同社との間に借入等の取引関係があります。その
他の監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．村上英之氏は、社外監査役候補者であります。
４．社外監査役候補者の選任理由

　村上英之氏につきましては、金融の専門家として培われた知識・経験等を当社の監査体
制に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

５．社外監査役との責任限定契約について
　当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間で、
当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、社
外監査役候補者である村上英之氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結する予定であ
ります。
　その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法
第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する。
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・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の執
行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

６．会社法施行規則第76条に定める、監査役の選任に関する議案に記載すべき事項につきまし
ては、上記の他に特記すべき事項はありません。

　 以 上
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至
香
椎

至
香
椎

至
香
椎

名
島
橋

多々 良川

県営住宅

東警察署

西鉄
高須磨町
バス停

貝塚病院

Ｊ
Ｒ
臨
港
線

至
香
椎
・
新
宮

至
福岡インター

市
営
住
宅

福岡都市高速

福
岡
都
市
高
速

西鉄
貝塚バス停

国
道　

号
線

至
天
神
・
博
多
駅

至
天
神
・
博
多
駅

貝
塚
公
園

西
鉄
貝
塚
線

市
営
地
下
鉄　

至
天
神
・
博
多
駅

九州大学
グラウンド

貝
塚
駅

至
石
城
町
・
博
多
駅

Ｊ
Ｒ
福
岡
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル

貝塚ガーデンシティ

昭和鉄工株式会社
本社（会場）

3

コカ・
コーラ
ウエスト

株主総会会場のご案内図

　 場 所 福岡市東区箱崎ふ頭三丁目１番35号

　 当社 本社会議室

　 電話 （092）651-2932

交通機関

■地下鉄利用の場合
　貝塚駅から徒歩約15分、
　タクシー約５分

■西鉄バス利用の場合
●博多バスターミナル
から系統番号29番で
約30分

 「高須磨
たか す ま

町」下車、
徒歩約３分
ただし「都市高速」
経由は、停車いたし
ませんので、ご注意
ください。

●天神中央郵便局前か
ら系統番号４番、21
番、22番、23番、26
番、27番で約30分

 「高須磨
たか す ま

町」下車、
徒歩約３分
ただし「都市高速」
経由は、停車いたし
ませんので、ご注意
ください。

　

■駐車場が手狭のため、お車でのご来場はご遠慮願います。
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